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長崎市においては、持続可能で健全な財政運営を行うため、向こう5年間の期間について試
算を行い、中期財政見通しを策定している。

【試算の前提】

令和7年度の年間見込額を
基礎として、国の経済財政
運営と本市の景気動向を
踏まえるとともに、現行の
制度や国の試算等を前提
とし、今後見込まれる増減
の要素を推計して、令和7
年度から12年度までの5年
間の期間について試算を
行ったもの。

（１） 中期財政見通し

1 中期財政⾒通し（令和8年度〜令和12年度）について

（２） 歳入歳出の推移
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※１ 戦略的収支改善額（年間10億円）を毎年度積み上げていったものとして試算。
※２ 収支不足のほか実質収支相当額（10億円）を基金繰入額で調整。
注） 計数の端数調整により、表中の計、差し引き等が一致しない場合がある。

（３） 収支及び基金（財政調整基金、減債基金）残高
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ア 主な歳入の推移

①市税
景気の回復等により、令和７年度と比較して市税全体では増加する見込みであるものの、人口減少の影響に

よって納税義務者数が減少することで、長期的には市税総額は減少していく見込みです。

②地方交付税＋臨時財政対策債
物価上昇及び人件費増の要素はあるものの、人口減少の影響で基準財政需要額が減少することに加え、市税

及び地方消費税交付金等の増により基準財政収入額が増加することから、令和8年度以降は減少する見込みで
す。なお、臨時財政対策債は令和7年度から発行額0円となっています。
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ア 主な歳入の推移

③市債
通常債（建設事業債等）については、新東工場建設事業や学校給食センター建設事業などの影響により令和8年

度に大きな借入を見込んでいます。
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イ 主な歳出の推移

①人件費
令和7年人事院勧告による増や定年延長による要素があるものの、第2期長崎市行政経営プランに基づき職員数

は逓減していくことから、令和9年度以降は290億円前後の水準で推移します。

②扶助費
原爆被爆者特別援護費の逓減や全体的な人口減少の影響などにより減少傾向ではあるものの、後期高齢者人

口の増加に伴う高齢者福祉費、公定価格の増加に伴うこども関連経費及び利用実績の伸びに伴う障害福祉費等
の増により、扶助費全体の経費は高い水準で推移します。
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イ 主な歳出の推移

③公債費
新東工場建設事業や学校給食センター建設事業などの投資的経費や金利上昇の影響により、通常債に係る公

債費が上昇傾向となります。

④投資的経費
令和８年度は新東工場建設事業や学校給食センター建設事業に伴い330億円台で推移し、以降についても、新

文化施設や南北幹線道路に関連した市民総合プール及び平和公園の整備等、引き続き大型の投資事業が見込
まれています。
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（参考）投資的経費の推移①

●「大型事業」は、今後想定される主な投資的経費

（新東工場、学校給食センター、新文化施設、市民総合プールの建設や平和公園の整備ほか）
●「通常事業」は、大型事業を除く学校や市営住宅などの公共施設の建設、道路の舗装打ち替え、
既存公共施設の長寿命化改修などに係る投資的経費
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（参考）投資的経費の推移②

区分 R8 R9 R10 R11 R12

①大型事業 13,261 8,231 4,768 5,711 11,344

②通常事業 19,797 22,293 16,287 15,357 13,570

学校（小・中・高等学校建設費） 3,822 3,840 2,589 3,625 2,819

土木費関連 8,405 7,621 6,146 5,630 5,797

うち道路橋りょう 2,950 2,449 2,646 2,383 2,463

うち河川海岸 484 390 472 470 463

うち港湾 631 744 578 426 218

うち都市計画 2,034 1,919 1,298 1,275 1,718

うち住宅 2,306 2,119 1,152 1,076 935

環境（ごみ、し尿、脱炭素ほか） 2,425 6,423 2,690 371 463

観光関連 407 391 655 685 536

災害復旧 450 451 451 454 451

その他 4,288 3,567 3,756 4,592 3,504

合計（①+②） 33,058 30,524 21,055 21,068 24,914
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ウ 市債残高の推移

市債残高総額は減少していく見込みですが、その内訳は、地方交付税の振替で全額が国からの財政措置がある
臨時財政対策債が大きく減少しているものであり、通常債については、今後の投資的経費の推移に連動して上昇
していく見込みです。

参考：市民一人当たりの市債残高（一般会計ベース）
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エ 中期財政見通し（歳入歳出内訳）

※1 戦略的収支改善額（年間10億円）を毎年度積み上げていったものとして試算。 ※2 収支不足のほか実質収支相当額（10億円）を基金繰入額で調整。

注） 計数の端数調整により、表中の計、差し引き等が一致しない場合がある。

単位：億円、％
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市有地売払いの結果報告【令和７年１０月決算委員会報告以降分】

物件 所在地 地 目 地 積 予定価格 売却価格 処分方法 相手方

1 草住町１番10ほか２筆 宅地 81.61㎡ 5,411,000円 5,514,469円 随契売払 法人

2 滑石3丁目385番69 公衆用道路 2.01㎡ 122,000円 130,000円 随契売払 個人

合計 （土地） 83.62㎡ 5,533,000円 5,644,469円

２ 市有地の処分について
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物 件 １

位 置 図

現況写真

草住町1番10ほか2筆

写真方向

出典;国土地理院地図（「草住町1番10ほか2筆」「草住町」「三和町」
「写真方向」及び図を追記して作成）

現況写真

位 置 図

物 件 ２

滑石三丁目385番69

出典;国土地理院地図（「滑石三丁目385番69」「写真方向」及び図を追記して作成）

三和町草住町

写真方向
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